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2017年4月 1日現在の家庭的保育事業の実施状

況について本協議会で調査をした結果を報告しま

す。この調査は、認可事業としての家庭的保育事

業だけでなく、地方単独事業としての家庭的保育

事業も対象としています。 

 今回調査に協力が得られた市区町村は 97 か所

です。家庭的保育事業を実施している市区町村は

地方単独事業も含めて、110～120 か所あるのでは

ないかと考えられます。調査の結果、以前は家庭

的保育事業を実施していたが、今は行っていない

地域があることもわかりました。 

 

1． 事業類型 

 

 地域型保育の家庭的保育事業のみを行っている

自治体は 81自治体（83.5％）、地域単独事業のみ

で行っている自治体は 8自治体（8.2％）、両方の

事業を行っているのは 8自治体（8.2％）でした。 

地域型保育の家庭的保育事業を行っている自治

体のうち 82自治体は家庭的保育事業以外の地域

型保育事業も行っています。中でも、小規模保育

Ａ型 79か所、Ｂ型 44か所、事業所内保育 40か所

などが多くなっていました。

 地域型保育の家庭的保育事業の実施形態は公営

が 12自治体（13.5％）、民営が 75自治体（84.3％），

両者の併用が 2自治体です。運営主体は、個人事

業主が圧倒的に多く 80自治体（82.5％）、その他

では、社会福祉法人、株式会社、公営なども見ら

れました。現時点で把握できている事業総数は 1，

009事業、受け入れ可能な定員枠は 4，328人です

(なお、地方単独事業を含みます)。 

 

２．保育の体制 

 

 保育開始時の子どもの年齢は 0 歳児が圧倒的に

多く 98％を占めていますが、週・月齢では、8 週、

4 か月、6 か月など様々です。保育終了年齢につい

ては３歳になった年度末までが多いのは、従来通

りです。一方、就学前までの児童を対象とする自

治体もあります。各保育事業の定員は２名～５名

とさまざまですが、地方単独事業には共同型家庭

的保育事業などもあり、６名以上の定員設定もみ

られました。 

 保育時間は保育標準時間、保育短時間の両方が

設定されている自治体が多く（49 自治体）、次い

で保育短時間のみの設定が 30 自治体でした。延長

保育（67.0％）や土曜保育（56.7％）の実施につ

いては、保育室により異なるという注記も多く見

られました。 

給食については、自園調理や搬入による給食提

供だけで行っている自治体が 55 か所（56.7％）で

最も多く、給食提供と弁当持参の併用が 22 か所

（22.7％）、弁当持参のみが 19 か所（19.6％）で

した。給食提供と弁当持参の併用も含めると、給

食提供は 77 か所（79.4％）で取り組みが始まって

いることがわかりました。 

 



 

 

連携施設の確保については、57 か所（58.8％）

が既に設定していますが、24 か所（24.7％）はま

だ設定していないと回答しています。また 15 か所

（15.5％）は事業者により異なるという回答でし

た。 

 

また、連携施設確保についての自治体の関与は

71 自治体(73.2％)で見られました。事業者がそれ

ぞれに設定、確保については、38 か所(39.2％)で

あり、両者を選択した自治体もあり、保育室によ

り異なることもあるようです。 

３．保育の支援体制 

 

 巡回訪問・指導については、68 自治体(70.1％)

が実施しています。訪問の頻度は年 1 回から、12

回、24 回なども見られました。また、多いところ 

では、50 回、100 回という回答もありました。 

 代替保育の仕組み (複数回答)としては、連携施

設での受け入れが 51 自治体(52.6％)、研修受講済

みの有資格者が保育は 44 自治体(45.4％)でした。

また、保育室を休みにするは 17 自治体(17.5％)で

した。 

 

 

 新制度における地域子ども・子育て支援法では， 

年度当初の保育室の空き定員を活用して、一時預

かり事業(余裕活用型)を実施することができるよ

うになっていますが、実施を認めているのは、11

自治体(11.3％)で、認めていない自治体方が多くあ

りました。 

 家庭的保育者向けの現任研修の実施については、 

保育所職員等を対象とする現任研修に家庭的保育

者も参加が 29 自治体(29.9％)、家庭的保育事業に

特化した現任研修を実施が 27 自治体(27.8％)とな

っていました。 
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